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Ⅰ　基本情報

名称

募集方法

札幌市産業振興センター 所在地

施設維持管理業務、貸館業務（利用料金制度）、経営相談業務、各種セミナー開催等

(一財）さっぽろ産業振興財団（以下「財団」という。）

平成30年4月1日～令和5年3月31日

施設数：１施設

公募

業務の範囲

複数施設を一括評価の場合、その理由：

指定管理者評価シート

事業名 産業振興センター管理運営費 所管課（電話番号） 経済観光局産業振興部経済企画課(211-2352)

２　指定管理者

事業概要

目的

開設時期

１　施設の概要

平成14年4月 延床面積

白石区東札幌５条１丁目名称

人材育成、創業支援、企業の技術力向上、コンテンツ産業の振興、産業に係る情報収集・提供、企業・クリエイ
ター等の経営・技術等の相談

7,634.32㎡

主要施設

人材育成、創業支援、企業の技術力向上その他の産業高度化を進めることにより、企業の新たな経済環境へ
の適応及び産業活性化を図る。

産業振興棟（セミナールーム(4)、会議室、産業情報スクエア、面談室、スタートアップ・プロジェクトルーム
（18）、クリエイティブルーム（12）、クロスガーデン）、技能訓練棟（セミナールーム(9)、会議室、理美容実習室、
体育実習室）、駐車場

指定期間

指定単位
施設数：１施設

複数施設を一括指定の場合、その理由：

非公募の場合、その理由：

３　評価単位
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Ⅱ　令和3年度管理業務等の検証

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

所管局の評価項　目 実施状況

　施設管理は、財
団が、エレクトロニ
クスセンター（34
年間）、産業振興
センター（15年
間）、ＩＣＣ(20年
間）等3つの施設
を長年管理運営し
てきた実績を活か
して適切な業務管
理が行われてい
る。アンケートの
結果や日々の応
対から利用者の
ニーズを的確に把
握しており、利用
者満足度の向上
につなげることを
意識した施設運
営が行われてい
る。
　施設利用の満足
度に関するアン
ケート結果は、財
団の目標とする
90％に若干届い
ていないものがあ
るものの、本市の
要求水準である
80％を上回る結
果となっている。
　また、日々の
OJTを通して、施
設管理に従事す
る職員の育成や
財務処理の適正
化にも積極的に
取り組んでおり、
組織体制の整備
も進めている。

指定管理者
の自己評価

1　業務の要求水準達成度

　アンケートの結果や、
日々の窓口での応対を
参考に、利用者満足度
の高い（1回目85%、2回
目94％の満足）施設運
営を行った。
　優先予約制度を開始
し、より条例の設置目
的に沿った施設利用を
図ることができた。

▼財団は、札幌市の「さっぽろエコメンバー登録制度」、北海道
の「北海道グリーンビズ認定」に積極的に参加した。
▼電気、水道、ガス等の使用に当たっては、部分的な消灯の励
行のほか、トイレの蛇口の水量制限及び感知センサーによる自
動点灯、全女子トイレに音消し用の擬音装置を設置することに
よる節水、街路灯の自動点灯スケジュールなど節約に努めた。

　夏、冬ともに、市が積
極的に取り組む節電・
省エネ推進に対応した
事業を実施するととも
に、経費節減にも努め
た。

（１）統括管
理業務

▽　管理運営に係る基本方針の策定

▽　管理運営組織の確立（責任者の配置、組織整備、従事者の
確保・配置、人材育成）

▽　平等利用に係る方針等の策定と取組実績

▽　地球温暖化対策及び環境配慮の推進

▽　管理水準の維持向上に向けた取組

▼企業活動を支える人材の育成、創業支援等を通じ、札幌市
の産業の活性化を図るという、施設の設置目的と財団の設立
目的は一致していることから、共通の目的達成という観点から
施設の管理運営を行った。

　産業振興センター設
立に合わせて財団が改
組された際の基本理念
に立ち返って、管理運
営を行った。

▼法令を順守し、平等利用の実現を徹底した。また、利用者へ
のサービスを高めるため、マニュアルの整備、職員への常日頃
のOJT研修、年2回のアンケート調査を行い利用者のニーズを
把握して対応した。
▼札幌市の出資団体としての公益性に配慮し、複数の応募が
ある施設について厳正なるルールのもと予約抽選会を開催す
るなど、平等かつ公正中立な管理運営に努めた。
▼産業の活性化につながる企業や市民の利用については、一
般の利用よりも先に予約を受け付ける制度を、平成27年度から
開始し、条例の設置目的に沿った平等利用の確保を図った。

▼管理水準の維持向上に向けては、利用者のニーズを的確に
把握するため年２回のアンケートを行い、その結果をフィード
バックしサービスの向上を図った。
▼施設管理は、財団が、エレクトロニクスセンター（35年間）、産
業振興センター（16年間）、ＩＣＣ(21年間）等3つの施設を長年管
理運営してきた実績を活かして適切に業務を行った。

▼施設運営に当たっては、センター全体に関する管理運営業
務を統括する必要から、統括管理責任者を配置した。
▼OJTにより日々の業務改善に取り組んだほか、財団内部研
修を実施するとともに、自己申告・人事評価制度の導入により
職員を適材適所に配置し、職員の可能性を最大限に引き出し、
市民サービスの向上に努めた。
▼事務分掌、指揮命令系統（組織図）、緊急連絡網（兼 非常配
備連絡図）等を定めた。

　統括管理責任者の指
示のもと施設のハード
面の維持管理を行う施
設管理責任者、ICCを
担当するICC運営事業
責任者などと、お互い
に連携しながら効果的
な施設運営を行うこと
ができた。
　OJTによる業務改善、
内部研修等で職員の育
成を継続的に行ってき
たことで、高い利用者満
足度につなげることが
できた。

　随時のﾐｰﾃｨﾝｸﾞ等で
情報を共有するととも
に、定例会議等で他施
設の対応等の情報を入
手し、改善点を抽出し
業務に当たるなど、適
切に管理運営をするこ
とができた。
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＜協議会メンバー＞

協議・報告内容

▽　札幌市及び関係機関との連絡調整（運営協議会等の開催）

▽　第三者に対する委託業務等の管理（業務の適正確保、受託
者への適切監督、履行確認）

開催回

▼第三者に対する委託業務については、業者選定を適切に行
い、履行確認、監督の結果、適正に業務が行われた。
　・清掃
　・設備総合管理
　・窓口案内
　・缶、瓶、ペットボトル処理
　・一般廃棄物処理
　・監視カメラ保守管理
　・複合機保守管理
　・ネットワーク保守
　・除排雪
　・施設予約管理システム保守
　・情報機器管理

　施設の警備、設備、夜
間業務については、委
託業者も指定管理者と
同じ執務室内にて常に
緊密な連携のもと緊急
時にも迅速に対応する
など適切に業務を行っ
た。

　札幌市との運営協議
会は年４回開催した。
管理運営に関する問題
点について協議を行
い、今後の改善策につ
いて意見交換を行っ
た。
　入居者との連絡調整
について、SPR勉強会
など入居企業が一同に
会する機会を捉えて
ICCにも参加を促したほ
か、SNS等を利用した
双方向的な情報発信に
より連絡調整を行い、
施設の維持管理水準や
サービスの向上に取り
組むとともに、防災訓練
等に向けた協力体制を
構築した。
　近隣施設の札幌コン
ベンションセンター、ラソ
ラ札幌及び北海道職業
能力開発協会とは、毎
月1回、定例会議を行
い、施設利用に係る課
題や対策について協議
を行い情報共有に努め
た。
　加えて、北海道立職
業能力開発支援セン
ターの指定管理者であ
る北海道職業能力開発
協会とは、平成27年度
から指定管理者連絡会
議を立ち上げ、令和3年
度は年2回会議を開催
した。また、指定管理業
務実施に当たり、地域
住民との交流が重要で
あることから、町内会行
事の支援などを通じて、
地域との連携を図った。

第１回
(7月14日)

・管理業務報告
・自主事業実施状況報告
・SPR入居企業の支援
・業務計画の進捗状況について
・その他

第２回
(12月20日)

・管理業務報告
・自主事業実施状況報告
・業務計画の進捗状況について
・今後の指定管理業務について
・その他

第３回
(2月28日)

※メール持ち回りにより開催
・管理業務報告
・自主事業実施状況報告
・業務計画の進捗状況について
・その他

第４回
(3月25日)

・管理業務報告
・自主事業実施状況報告
・業務計画の進捗状況について
・その他

【札幌市】
経済企画課長、庶務係長、庶務係担当者、
商業・経営支援担当課長、金融・経営支援担当係
長、
金融・経営支援担当係担当者
クリエイティブ産業担当係長、クリエイティブ産業担
当係

【産業振興センター】
総務企画部長、スタートアップ支援担当部長、
総務企画課長、事業推進課長、クリエイティブ産業
振興課長、スタートアップ支援担当課長
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ（２）労働関
係法令遵守、
雇用環境維
持向上

▽　労働関係法令遵守、雇用環境維持向上

▽　記録・モニタリング・報告・評価（記録、セルフモニタリングの実
施、事業報告、札幌市の検査等への対応、自己評価の実施）

▼利用料金、金券、つり銭、その他自主事業等の現金の管理
については、財団の取扱規定に基づき、収支に関する記録を行
い、適切に資金管理をした。

▼苦情が発生した場合、苦情は利用者からの貴重な提言と受
け止め、対応マニュアルに基づき、誠意を持って対応した。

　現金の管理に際して
は複数の職員の目を通
すなど、管理体制を徹
底することで、重大な事
故を起こすことなく、適
正な管理を行うことがで
きた。

　利用者からの大きな
苦情はなかった。
　アンケート結果に記載
されていた要望につい
ては、できる限り速やか
に対応した。

▼センターの利用者に対し、年２回の利用者アンケート調査を
実施し、その結果は、館内入口の見やすい場所に掲示した。

▽　要望・苦情対応

▽　財務（資金管理、現金の適正管理）

▼札幌市が定める労働関係規程に準じて、就業規程、給与規
程、退職手当支給規程、再雇用に関する規程等を整備するとと
もに、公益通報者保護規程を整備することで、団体の自浄作用
を高め、コンプライアンス(法令遵守)経営による社会的な信頼を
確保している。
　また、休暇等の諸制度に関しては、札幌市に準じた取組を実
施しており、職員の働きやすい環境整備を進めている。特に子
どもを生み育てやすい環境づくりの実現のため、育児休業等の
取扱いに関する要綱を制定し、短時間勤務や育児休業取得を
可能にするなど、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでお
り、札幌市よりワーク・ライフ・バランスplus企業として認証され
ている。
　また、効率的な業務遂行が可能となるよう、各拠点（産業振興
センター、ＩＣＣ、中小企業支援センター、エレクトロニクスセン
ター）に設置しているどの端末からでも、各職員が業務用データ
にアクセスできるよう、ネットワークを整備している。
  なお、第三者委託により実施している業務については、全件、
札幌市の登録業者と契約を締結しており、毎年札幌市で実施し
ている指定管理業務における労働関係法令の遵守及び雇用環
境調査では、受託者から情報を収集しているところである。

　労働関係法令に基づ
く就業規則その他の必
要な規定などを整備し、
必要な届出を監督官庁
に行うなど、雇用環境
の維持向上に努めた。
また、当財団は、職員
の多様な価値観や働き
方を尊重し、各個人が
その能力を最大限発揮
できるよう、適切な職務
と働きがいのある職場
環境を整備している。

　労働関係規程を
整備し、コンプライ
アンスの徹底を図
るとともに、短時
間勤務や育児休
暇取得を可能に
するなどワークラ
イフバランスの推
進に質する休暇
制度等を積極的
に取り入れてい
る。
　また、財団の各
拠点のどの端末
からでも、各職員
が業務用データに
アクセスできる
ネットワークを構
築し、効率的な業
務遂行を可能とす
る環境整備を行う
など、職員の働き
やすい環境作りに
努め、労働及び雇
用環境の向上に
取り組んでいる。
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

▽　施設・設備等の維持管理（清掃、警備、保守点検、修繕、備品
管理、駐車場管理、緑地管理等）

（3）施設・設
備等の維持
管理業務

▽　総括的事項（利用者の安全確保、市民サービス向上への配
慮、連絡体制確保、保険加入）

▽　防災

▼除排雪業務
　終業時間前に駐車場内及び出入口付近に１０ｃｍ以上の積雪
又は吹き溜まりが生じた場合に除排雪を実施した。

　施設の維持管理にお
いては、関係法令を順
守し、委託先業者に任
せるだけではなく、財団
の施設管理責任者が日
常的に委託先と業務用
の無線機で連絡を取り
ながら清掃、警備、施
設設備運転管理、保守
点検を行わせるなど、
業務仕様書で求められ
ている事項を適切に実
施した。
　また、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止のた
め、館内清掃を強化し、
アルコール消毒作業等
を適宜行った。加えて、
館内の複数箇所に検温
ディスペンサーと消毒
ボトル等を配置するとと
もに、ラウンジ等のオー
プンスペースに抗ウイ
ルス抗菌コーティングを
施工し、感染防止対策
に努めた。
　加えて、館内２か所に
デジタルサイネージを
新設し、館内マップや各
室で行われる催事一
覧、入居企業情報等を
掲載したほか、3階ラウ
ンジの改修を行いWi-Fi
等を導入するなど入居
者がミーティングやソロ
ワーク、ランチやリフ
レッシュなどに使えるよ
う利用しやすい環境整
備を図った。

▼消防法の規定に基づき、消防用設備の点検を行うとともに、
災害時には、自動販売機の飲料水を無料提供できるライフライ
ンベンダーとするなど、必要な機材を常備した。
▼災害発生時には札幌市の地域避難所として財団内部におけ
る災害対策本部を速やかに設置できるよう緊急連絡体制を整
えるとともに関係規定を整備した。
▼災害時に備え、入居者等に館内の避難経路や防災体制等に
関する情報提供を行い、防災意識の向上につなげた。

　利用者や入居団体、
財団職員等の安全を確
保するため、防災計画
を策定し、北海道職業
能力開発協会と共同し
て自衛消防隊を編成し
た。

▼外構緑地管理業務
　敷地内の植木については、利用者や近隣住民への配慮か
ら、美観の保持、剪定、除草、病害虫の防除等、適切な維持管
理を行った。

▼施設･設備等の維持管理業務の実施に当たっては、関係法
令等を順守し、適切に運用した。
▼職員及び警備員による巡回と併せて、カメラによる監視も行
い、利用者の安全を確保した。
▼有事があった場合に備え、緊急時連絡体制を整備した。
▼損害賠償保険は仕様に適合したものに加入した。

　施設管理の経験が豊
富な職員を施設管理責
任者として配置し、日常
の点検を行うとともに事
故があった場合は迅速
に対応した。

▼清掃業務
　清掃業務の実施に当たり、日常清掃については、職員が常駐
する事務室などは執務開始前または終了後に行うこととし、計
画清掃については、職員の執務に影響を及ぼさない作業は執
務時間内とし、それ以外は、原則として土・日、祝日等に行っ
た。さらに、環境に配慮したゴミの分別を行った。

▼警備業務
　入退室、鍵の管理、巡回警備、機械警備、駐車場整理、防
犯、保安等を通じ、事件・事故・災害の未然防止と施設の安全
確保に努めた。また、所定の制服を常時着用し、胸部に名札を
つけ、入居団体や利用者に安心安全を提供できるよう心がけ
た。

▼設備保守管理業務
　利用者に安心、安全に施設を利用してもらうため、法定点検、
日常点検、定期検査及び設備診断等、適切な予防保全を行っ
た。

▼修繕業務
　機器の破損や故障の恐れがあるときは、安全を確保するとと
もに速やかに応急処置を施し、直ちに札幌市に報告、協議の
上、迅速かつ効率的に修繕を行った。指定管理者独自の取組
として、体育実習室の暖房機やトイレの給湯配管、GHPの室外
機、防犯入退室設備等の修繕を実施した。

▼備品管理
　利用者が備品の使用に際して支障が生じることのないよう、
常に保守点検を行うとともに、不具合の生じた備品について
は、速やかに修繕及び更新を行った。

▼駐車場管理業務
　利用者が安全、円滑に駐車できるよう車両を監視し、必要に
応じて、コンベンションセンターとの相互利用の周知を図った。

産業振興センター
は、竣工から十数
年が経過し、徐々
に修繕箇所が増
えている状況にあ
るが、関係法令順
守し、委託先業者
に任せるだけでな
く、施設管理責任
者による日常的な
点検や、本市及び
修繕・警備業務の
委託先へのこま
めな報告・連絡・
相談により、効果
的かつ効率的な
維持管理、安心か
つ安全な施設運
営が実現されてい
る。
　備品管理につい
ては、本市と協議
の上、老朽化した
備品から優先的
に更新を行、利用
者目線に立った、
利用者満足度の
向上につながる
取組を行ってい
る。
　また、新型コロ
ナウイルス感染拡
大防止策につい
ては、備品や貸室
の消毒など適切
な対応を実施して
おり、さらに館内
の複数箇所に検
温ディスペンサー
と消毒ボトル等を
配置し、感染防止
対策に努めてい
る。
　さらに、昨今の
情勢を鑑み、セミ
ナールームにネッ
ト回線やWi-Fi
ルーターを設置す
るなど、オンライン
活用ができる環境
づくりに取り組ん
でいる。

5



（別紙１）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ▽　経営相談に関する業務実施計画

　財団が持つ４つの拠
点である、産業振興セ
ンター、中小企業支援
センター、エレクトロニク
スセンター、ICCの各拠
点、外部創業支援機関
など、財団の持つネット
ワークを最大限に活用
して入居企業の発掘を
行った。
経営相談、ハンズオン
支援については、財団
のシニア･インキュベー
ション・マネージャー、イ
ンキュベーション・マ
ネージャー、コーディ
ネーター、中小企業診
断士、外部創業支援機
関等と連携するととも
に、税理士、行政書士、
社会保険労務士等が相
談業務を行う体制とし
たほか、北大ビジネス・
スプリング、
SAPPORO Incubation
Hub DRIVE等の各種イ
ンキュベーション施設と
の情報共有により、入
居企業の様々な要望に
対する経営相談を行う
ことで、企業が抱える課
題等の解決に繫げるこ
とができた。
財団全体での支援体制
を維持するために、昨
年度に引き続き財団専
務理事、事業本部長、
各拠点の課長等で構成
する支援会議を入居者
毎に開催し、入居企業
の事業内容等を紹介・
共有するとともに、販路
拡大支援部、札幌中小
企業支援センター、ＩＣ
Ｃ、エレクトロニクスセン
ターが持つ専門的知見
やネットワークを総合的
に活用する体制を維持
した。

イ　有資格者による支援
　　財団に在籍しているシニア・インキュベーション・マネー
ジャー（日本ビジネスインキュベーション協会の認定を受け
た、より上位の資格を持つマネージャーで、通常のイン
キュベーション・マネージャーをインストラクトすることがで
きる。札幌に2名しかいないうちの1名。）、中小企業診断士
及びインキュベーション・マネージャーの資格を取得した職
員３名が連携し、入居企業の抱える課題やニーズの把握・
解決に向け、以下のような支援を行った。

(ア)　新価値創造展2021（ハイブリッド展示会）への出
展支援を行い、入居企業3社の商談サポートを実施。
その結果、5案件が商談継続となった。

(イ)　ハンズオン支援を実施するとともに、入居企業の
レベルや事業ステージに応じ、札幌市・財団をはじめ
北海道、国が所管する各種施策情報について、その
制度活用方法等について、様々な角度から助言・サ
ポートを行った結果、入居企業が「小規模企業向け製
品開発・販路拡大支援事業補助金」と「プロモーション
映像制作助成金」に採択された。また、銀行融資の相
談に対し資金調達作成支援を行い北海道信用金庫
の融資実行が決まったなど、
円滑に資金調達を行った。

（ウ）SPR入居者の交流会も兼ねた起業家をターゲット
とした意識向上セミナー、事業ピッチイベントを3回実
施した。
起業間もない入居者へ当センターが主催する創業セ
ミナーの参加を促した。
入居企業の経営基盤の強化を図るとともに、入居企
業同士の連携促進を図った。

▼スタートアッププロジェクトルーム（SPR)入居者に対する経営
相談

①　入居企業の発掘
当財団の持つ各業界や関係団体等とのネットワークを生かし、
日頃の訪問活動や中小企業支援センターでの窓口相談対応、
市内コワーキングスペースの巡回活動や東京事務所、札幌UI
ターン札幌事務所との連携などを通して、有望な入居企業に関
する情報の能動的な収集及び企業に対する直接的な誘致活動
を実施した。また、当財団で管理運営する「さっぽろ産業ポータ
ル」サイト（年間47万人閲覧）や、メールマガジン（配信数3,922
件）、SNSといった情報媒体を活用するとともに、各行政機関が
実施する創業者向け制度説明会の場でSPRに関するプレゼン
テーションを行い、起業家や設立間もないベンチャー企業等に
対し、積極的なPR活動を行った。その結果、5件の新規入居が
あり、R3年度3月末には18部屋中15部屋入居となり入居率83％
となった。またR3年度中に行われた入居者選考会（審査会）の
結果を受けてR4年度に入居が確定した企業が1件ある。

②　入居企業への経営相談・支援の実施

ア　日常的な巡回訪問・アドバイスの実施（随時）
　SPR入居企業に対しては、普段から顔の見える関係性を
構築しているコミュニティ・マネージャーを中心に、インキュ
ベーション・マネージャーの資格を有する金融機関出身の
職員とともに、定期的な訪問相談活動を実施した。
定期的な相談活動を通じて把握したニーズは、マーケティ
ングアドバイザーなどの外部専門家による専門的な助言
や財団全体のリソースを活用して入居者が抱える課題等
の解決へ向けて対応した。

（4）事業の計
画・実施業務

　経営相談に係る
取組に関しては、
財団の強みであ
る各拠点との連
携、幅広いネット
ワーク及び人材を
活用し、SPR入居
企業の発掘に努
めているほか、財
団のシニア・イン
キュベーション・マ
ネージャー、中小
企業診断士、道内
連携販路拡大担
当セクション、外
部創業支援機関
等の連携・他のイ
ンキュベーション
施設との情報共
有等により、SPR
入居企業が抱え
る課題の解決支
援に対応してい
る。
　コロナ禍におい
ても、円滑な資金
調達に係る支援
や、国等の補助・
支援策の紹介等
を行ってきた点を
評価する。
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クリエイティブルームに
ついては、現在入居中
の各企業の協力のも
と、入居検討されている
方に向けた入居メリット
等の情報発信し、入居
促進を行った。その後、
これまで少なかったス
タートアップ企業からの
連絡があるなど、5件の
問い合わせがあり、施
設の案内や入居条件を
満たしていない場合も
今後のICCの利用につ
ながる対応を行った。
また、入居者のプロジェ
クト支援では、左記の
入居者交流会や合同交
流会を行ったことで、当
財団の補助金等の事業
内容の説明や各入居者
間での情報交換をする
ことができたため、補助
金担当者との直接相談
や、各入居企業の事業
内容を直接聞くなどの、
より具体的なつながりを
持つことができた。

▼クリエイティブルームの運用業務
  クリエイティブを活用とした新商品・新サービスの開発など、新
たなビジネスの創出を図ろうとしている有望なプロジェクト等の
推進拠点としてクリエイティブルームを運用できるように、以下
の取組を行った。

①クリエイティブルームの利用促進（入居促進）
  ＩＣＣウェブサイト内で入居のイメージを持てるよう、現在入居
中の各社の紹介と共に、入居に至った経緯や入居メリットにつ
いて、入居を検討している方へ向けたメッセージをインタビュー
形式で掲載した。また、SNSを活用した情報発信を行った。

②クリエイティブルーム入居者のプロジェクト支援
  ＩＣＣコーディネーターやＩＣＣアドバイザーによる助言体制と、
当財団が提供する各種支援の案内を行った。また、クリエイティ
ブルームの入居者同士の交流、スタートアップ・プロジェクト
ルームの入居者やエレクトロニクスセンターの入居者との合同
交流会で各社の事業内容を知る機会から新たなつながりを生
み出し、プロジェクトの創出を図った。
・入居者交流会
 （1）ＩＣＣクリエイティブルーム入居者交流会（令和３年11月24
日）
 （2）ＩＣＣクリエイティブルーム入居者交流会（令和３年12月22
日）
 （3）ＩＣＣクリエイティブルーム入居者交流会（令和３年３月16
日）

・合同交流会
 （1）「01CHALLENGER」オンライン開催（令和３年８月30日）
 （2）「01CHALLENGER」（令和３年12月２日）
 （3） Startup Project Room・ICC Creative Room入居企業交流
会（令和４年３月29日）

企業訪問による経営状況把握、財団からの情報提供、
SPR入居者との交流会、研究会・セミナー等への参加、専
門家の派遣、業務相談など適宜実施した。

オ　入居企業のPRツール作成

　新型コロナウイ
ルスの影響による
休館等で利用者
数は減少傾向に
あるものの、相談
窓口やイベントを
通じて企業のヒア
リングに努め、入
居者交流会も積
極的に行うなど、
効果的な施設利
用をしたものと評
価する。イベント
の告知はもちろん
のこと、ＳＮＳを活
用したアーカイブ
の蓄積や市内クリ
エイターの情報発
信など、広報活動
にも工夫がみられ
る。
　また、デザイン
関連団体やスター
トアップ支援団体
など、他団体との
連携も図りながら
企業・クリエイター
のニーズに沿った
イベントを企画し
ており、クリエイ
ティブ産業の振興
に広く貢献してい
る。

⑤　卒業企業のフォローアップ

ウ　外部創業支援機関等との協力による支援

入居企業の事業化達成のため、入居企業の専用相
談窓口を開設し、税理士、社会保険労務士、行政書
士等による専門相談を実施した（随時）。

③　公的補助メニューの紹介

エ　中小企業支援センターによる相談対応

金融アドバイザーや中小企業診断士が適宜相談対応を
行った。

入居企業のPRツールを作成・更新し、展示商談会や創業
系セミナーやスタートアップ系のイベントにて周知するとと
もに、ホームページに掲載した。

入居者のレベルや事業ステージに応じ、「小規模企業向け
製品開発・販路拡大支援事業補助金」、「映像制作助成
金」など財団が所管する支援メニューの情報を提供すると
ともに、札幌市をはじめ北海道、国が所管する各種施策情
報についても、その制度活用方法等について、様々な角度
から助言・サポートを行った。また、各種補助事業等の申
請にあたり、事業計画書の作成アドバイスやプレゼン指導
等を実施し、SPR入居者が資金調達を受けられるようサ
ポートを行った。

④　各種インキュベーション施設との連携による支援

北大BS（中小企業基盤整備機構が管理運営）へ当財団か
ら職員を派遣し、施設入居企業の相談対応や経営アドバ
イス、情報収集を行っており、継続して他のインキュベー
ション施設との連携を行った。

▽ICC施設運用に関する業務実施計画
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　情報発信スペースに
ついては、休館措置等
の影響を受けたため利
用人数は減少したが、
プロジェクトメンバーの
成果発表、若手クリエイ
ターの情報発信、クリエ
イターと他産業等の連
携促進の場として、感
染症対策を取りながら
活用した。
また、市民へ向けたＩＣ
Ｃの活動に対する認知
度の向上を目指し主催
イベントや展示をはじ
め、財団内や各団体と
連携を取ったICC共催イ
ベントをクロスガーデン
やオンライン、またはハ
イブリットで実施するな
どの工夫をし、市民が
多様なコンテンツに触
れる機会を創出するこ
とができた。

　新型コロナウイ
ルスの影響による
休館等で利用者
数は減少傾向に
あるものの、相談
窓口やイベントを
通じて企業のヒア
リングに努め、入
居者交流会も積
極的に行うなど、
効果的な施設利
用をしたものと評
価する。イベント
の告知はもちろん
のこと、ＳＮＳを活
用したアーカイブ
の蓄積や市内クリ
エイターの情報発
信など、広報活動
にも工夫がみられ
る。
　また、デザイン
関連団体やスター
トアップ支援団体
など、他団体との
連携も図りながら
企業・クリエイター
のニーズに沿った
イベントを企画し
ており、クリエイ
ティブ産業の振興
に広く貢献してい
る。

②クリエイターと企業のつながりを目的とした交流の場としての
運用
　デザインやクリエイティブを必要とする企業やプロジェクトの創
出を目指す企業が、クリエイターとつながることができるよう、以
下の取組を実施した。また、自主事業としてプロジェクトの創出
や他産業との連携を通じた新たなビジネス展開を目的とした、
少人数のイベントを開催した。

・相談窓口
　ウェブから事前予約制のオンライン対応も可能な相談窓口を
設置し、コーディネーターが企業等のクリエイター活用に関する
相談対応を行った。
（1）相談対応件数 56件（他産業より39件、クリエイターより17
件）
（2）クリエイターと他産業のマッチング件数６件

▼情報発信スペースの運用管理
　情報発信スペースは、クリエイターや企業従事者などのアイ
デア創出を促すことを目的に、ワーキングスペースとしての運
用のほか、展示やセミナー、交流イベントなど様々な活用の可
能性があることから、この特性を活かし、①「クリエイティブ産業
に関する情報の発信」、②「クリエイターと企業との交流促進」、
③「市民が身近にコンテンツに触れる機会の創出」などによる
活用を目指した。しかし、コロナによる感染拡大を受けた休館及
び開館時間の短縮等の措置により、利用者は前年度の半分以
下となった。
・情報発信（ワーキング）スペース利用者数・・・ 1,295人
・ICC主催イベント・・・・・・・・・・・・・・・・・・12回　　259人
・ICC共催イベント・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４回　　233人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 合計16回　  492人

①クリエイティブ産業に関連する情報の発信
　情報発信スペースで開催されるセミナーやワークショップの機
会を活用して、クリエイターの作品展示やプレゼンテーションの
場の提供を図ったほか、ICCが支援するプロジェクトを紹介する
展示やこれまでのプロジェクトの成果物の一部を触れて見れる
よう本棚に陳列した。
また、クリエイティブルームの入居者や札幌メディア・アート・
フォーラム（ＳＭＦ）をはじめとした関連団体との連携により、学
生を含む次世代を担う若手クリエイターがプロジェクトやその成
果等を発表できる機会を創出した。なお、休館措置等の影響を
受け、中止になったものや内容等や日時等の変更があった。

・市内クリエイターの作品やプロジェクトを紹介する展示
　（1）hokKAMIdo Exhibition（令和３年10月１日～11月30日）
  （2）ＩＣＣの印刷物振り返り展（令和３年12月９日～令和４年１
月13日）
  （3）ＩＣＣキャッチコピー＆ポスターコンペティション展（令和４年
１月26日～３月22日）
   上記のほか、展示エリアではこれまでの入居者やプロジェクト
登録団体の成果物を展示した。

・若手クリエイターの情報発信支援
　コロナの影響により日程の変更と感染症対策のため十分なス
ペースを保つことができる財団内のセミナールームをメイン会
場とし、クロスガーデンはアイデア出しの場として提供。札幌メ
ディア・アート・フォーラム（ＳＭＦ）のイベントに協賛し、若手クリ
エイターの育成と情報交換の場の提供を行った。
 （1）「ＳＭＦコトバワークショップ2021＃１」（令和３年11月20日）
 （2）「ＳＭＦコトバワークショップ2021＃２」（令和４年３月19日）
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・クリエイター同士や、クリエイターと企業のマッチング機会の提
供
　クリエイターと企業の両方が参加できるイベントや、ＳＰＲとク
リエイティブルーム合同の入居者交流会や、これにエレクトロニ
クスセンターの入居者を加えた交流会を開催した。
＜イベント＞ （10回）
 （1）令和2年度「コンテンツ活用促進事業費補助金」事例発表
会 関係者のみ８名（令和３年４月22日）
 （2）第１回映像サロン（オンライン）18名（令和３年６月10日）
 （3）ＩＣＣサロンDTM（オンライン）６名（令和３年８月26日）
 （4）ＩＣＣサロン映像（オンライン）10名（令和３年９月２日）
 （5）ＩＣＣサロン映像-映画祭（オンライン）15名（令和３年10月14
日）
 （6）ＩＣＣサロン印刷（オンライン）17名（令和３年10月27日）
 （7）ＩＣＣサロン写真（オンライン）14名（令和３年11月４日）
 （8）ＩＣＣキャッチコピー＆ポスターコンペティション2021 オンライ
ン授賞式＆審査委員トークイベント 99名（令和４年１月27日）
 （9）ＩＣＣサロンライター（オンライン）21名（令和４年３月18日）
（10）「札幌試行錯誤（プロトタイプ報告会）」関係者のみ13名（令
和４年３月28日）
＜合同交流会＞再掲（３回）
 （1）「01CHALLENGER」オンライン開催（令和３年８月30日）
 （2）「01CHALLENGER」オンライン開催（令和３年12月２日）
 （3） Startup Project Room・ＩＣＣ Creative Room入居企業交流
会（令和４年３月29日）

③市民のコンテンツに触れる機会の提供
　市民が映像やデザインなど多様なコンテンツに触れることが
できるよう、クリエイターの作品やプロジェクトの成果物などを展
示エリアで展開した。
また、産業振興センター利用者の誘導を図るため、ＩＣＣの利用
案内、ＩＣＣが支援するプロジェクト、財団内の支援情報等を手
に取りやすいよう配架した。

・市民が情報発信スペースでコンテンツに触れる機会の提供
下記の展示のほかに、オンラインを利用して、自由に参加でき
る展示とも連動したイベントを開催した。アーカイブを残すことで
イベント終了後も広く周知できるよう、SNSやウェブを利用した
手法で行った。
＜展示＞再掲
（1）hokKAMIdo Exhibition（令和３年10月１日～11月30日）
（2）ＩＣＣの印刷物振り返り展（令和３年12月９日～令和４年１月
13日）
（3）ＩＣＣキャッチコピー＆ポスターコンペティション展（令和４年１
月26日～３月22日）
＜イベント＞再掲（参加者が関係者のみのものを除く８件）
（1）第１回映像サロン（オンライン）18名（令和３年６月10日）
（2）ＩＣＣサロンDTM（オンライン）６名（令和３年８月26日）
（3）ＩＣＣサロン映像（オンライン）10名（令和３年９月２日）
（4）ＩＣＣサロン映像-映画祭（オンライン）15名（令和３年10月14
日）
（5）ＩＣＣサロン印刷（オンライン）17名（令和３年10月27日）
（6）ＩＣＣサロン写真（オンライン）14名（令和３年11月4日）
（7）ＩＣＣキャッチコピー＆ポスターコンペティション2021 オンライ
ン授賞式＆審査員トークイベント 99名（令和４年１月27日）
（8）ＩＣＣサロンライター（オンライン）21名（令和４年３月18日）

・クリエイティブ産業に係る書籍・音楽、映像の提供
　情報発信スペース内に、新刊の専門誌や業界紙などを閲覧
用として配架し、身近にクリエイティブ関連の情報に触れる機会
を提供した。また、展示エリアでは、映像や音楽を含む展示を
行うことでクリエイティブ産業に関する情報の提供を行った。
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▼プロジェクトスペースの運用管理
　クリエイターや企業が進めるプロジェクトを発掘し、プロジェクト
メンバーを更に拡充させることにより、施設利用者の増加を図
るとともに、プロジェクトの推進拠点として、プロジェクトスペース
が広く活用されるよう、運用管理を行った。

①プロジェクトメンバー登録
　有望なプロジェクトを推進する個人・企業・団体を、ＩＣＣのプロ
ジェクトメンバーとして登録し、プロジェクトメンバーに対して、ク
リエイティブルームの提供やプロジェクトへの支援等を行った。
・プロジェクト新規登録数：11団体 21名（令和２年度：14団体52
名）
・プロジェクト現登録数：92団体321名（令和２年度：89団体388
名）

②プロジェクトスペースの利用促進
　コロナの影響で人が多く集まる交流会やミーティング等を行う
ことは難しかったが、感染対策を行ったうえで、少人数でのプロ
ジェクトメンバー間の自主的な交流会やミーティング等のコミュ
ニケーション促進の場としてプロジェクトスペースを提供した。
（以下再掲）
（1）ＩＣＣクリエイティブルーム入居者交流会（令和３年11月24
日）
（2）ＩＣＣクリエイティブルーム入居者交流会（令和３年12月22
日）
（3）ＩＣＣクリエイティブルーム入居者交流会（令和４年３月16日）

③プロジェクトスペースの利用環境の整備
　プロジェクトメンバーが安心して利用できるよう、各テーブルの
上にアクリルパネルを導入する等の感染対策を行った。商談室
にはパソコンと接続できるモニターを設置し会議や商談に適し
たスペースに整えるなど、プロジェクトメンバー同士が話しやす
い雰囲気になるようプロジェクトスペースの良質な環境づくりに
努めた。また、プロフェッショナルユースに対応したカラー複合
機や大型プリンターを財団が調達し、プロジェクトメンバーが安
価で利用できる環境も提供した。

④利用環境の整備と適切な利用者管理
　情報発信スペースにおいては、感染対策のうえＷｉ－Ｆｉ整備
によるインターネット環境や、ワーキングスペースの良好な環境
を提供するとともに、利用基準を整備し、メンバーカードによる
利用者管理を行った。また、ＳＮＳを活用して情報発信スペース
の利用促進を図った。

・ワーキングスペースの環境整備
　感染対策を徹底したうえで、良好な環境が提供できるよう、音
や採光、照明、温度等の管理を行った。また、各テーブルで電
源を確保できるよう、リーラーコンセントを導入した。これに合わ
せたテーブル等のレイアウトに変更し、利用環境の整備に努め
た。

・メンバーカードによる利用者管理
　受付カウンターにおいて利用者登録を行うことで、利用人数
目的等を把握し、適正に管理を行った。

・Wi-Fi整備によるインターネット環境の提供
　情報発信スペース登録メンバーに対し、Wi-Fi（無線LAN）環境
を提供し、利便性の向上を図った。ＩＣＣ事務局においてＩＤやパ
スワードの管理を行い、セキュリティにも配慮した。

　プロジェクトスペース
では、各プロジェクトの
推進拠点として利用し
やすい環境づくりに努
め、プロジェクト推進の
継続的な支援に取組ん
だ。
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▼プロジェクトメンバーへの支援
　クリエイターや企業が生み出す先進的なプロジェクトの発掘活
動を活発化させ、プロジェクトメンバーを幅広く募集するととも
に、プロジェクトに対するヒアリング、アドバイザーによる提言、
プロジェクトメンバー間や異業種とのコラボレーションの機会の
提供などにより、ＩＣＣをコミュニティ形成の基盤として活用できる
支援を行い、ネットワークの構築を図った。

①プロジェクトの発掘・創造
　当財団がこれまで蓄積してきたクリエイティブ関連企業やクリ
エイター、企業等とのネットワークを活用しながら、企業訪問や
関連施設との連携強化、セミナー・ワークショップの開催、ウェ
ブサイトやメールマガジンの配信など多様な手法によってプロ
ジェクトの発掘に努めるとともに、プロジェクトへの支援を充実さ
せ、ＩＣＣにおけるプロジェクトの展開を促進した。

・コーディネーターによるヒアリングとプロジェクト創出支援
  コーディネーターによるヒアリングを実施し、課題やニーズを
把握し助言やプロジェクトの創出支援を行った。
（1）プロジェクト創出支援（４件）

・入居プロジェクトメンバーのヒアリング
  ６月から８月にかけてヒアリングを実施し、各入居者の現状把
握に努めた。
（1）入居者ヒアリング（８件）

②クリエイターや企業による新たなプロジェクトの発掘・支援
　イベントの開催、NoMapsやOpen Network Lab HOKKAIDOと
の連携、プロジェクトメンバーのコネクションなどからクリエイ
ターや企業が目指す新たなプロジェクトの発掘を行った。また、
活動場所の提供や活動情報の発信、補助金等による資金支援
などプロジェクトの推進を加速させるための支援策を積極的に
行った。

・Open Network Lab HOKKAIDOとの連携イベント
  （1）ＳＣＳ café in ＩＣＣ 出張相談DAY（令和３年４月23日）

・NoMapsとの連携イベント
  （1）ＩＣＣサロン映像（映画祭）オンライン開催（令和３年10月14
日）

・札幌試行錯誤、コンテンツ活用促進事業費補助金（自主事業）
  クリエイティブ産業に従事する市内クリエイターの活動を応援
し（助成金等）、クリエイター自らが商品やサービスの新しい価
値づくりに挑戦する機会を創出した。

・コーディネーターやアドバイザーによる情報提供
  コーディネーターによる相談対応と、より専門的な情報提供の
ため各アドバイザーによる情報提供を行い、プロジェクトの推進
を図った。
（1）相談対応件数 56件（他産業より39件、クリエイターより17
件）再掲
（2）アドバイザー活用実績 ２件（対応：クラウドファンディング担
当の岡山ひろみ氏）
・ロケーションウエディング事業内の販売チャンネル（令和３年８
月11日）
・ブックカバーデザインを再利用した紙箱DIYプロジェクト（令和４
年３月２日）

イベント開催等によるプ
ロジェクト創出支援のほ
か、各団体や札幌市と
の連携、事業により、札
幌へのクリエイター及び
クリエイティブ企業の誘
致に取り組み、プロジェ
クト登録に繋がった。
また、入居プロジェクト
メンバーへのヒアリング
から、補助金等の情報
提供と活用に積極的に
取組組むことができた。

③有能なクリエイター、プロジェクトの発掘
　クリエイティブ関連イベント等に積極的に参加することで企業
やクリエイターとの関係構築を図り、各市場の動向や新しい情
報の収集を行いつつ、新たなプロジェクトやクリエイターの発掘
を行った。

 （1）プロジェクト創出支援 ４件（再掲）
 （2）新規登録クリエイター 73人
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⑤プロジェクトの支援活動
　コーディネーターによるプロジェクト進捗状況の把握やマネジ
メントに関する支援のほか、アドバイザー制度を設け、専門的な
見地から助言を仰ぐ環境を整えた。
また、「図書・情報館」や「SCARTS」などの相談窓口機能やレ
ファレンスサービスを設けた関連施設との連携を強化し、プロ
ジェクトに対する多角的な支援体制を構築した。
なお、ヒアリングにより知り得た情報は、漏えい防止のため厳重
な保管に努める一方、札幌市からの求めに応じて報告ができる
よう管理体制を整えた。

④情報発信
　有望なプロジェクト等の情報をホームページやイベント等で発
信することで、クリエイターや企業による新たなプロジェクトの創
出やプロジェクト推進に対する意欲を喚起した。

・ＩＣＣホームページの情報発信
     PICK UPページ内でプロジェクトやクリエイティブ産業に関す
る情報を発信した
（1）ウェブ記事 12件

⑥クリエイター登録制度
　活動場所の提供や活動情報の発信、補助金やクラウドファン
ディング等による資金調達に関する情報の提供など、プロジェ
クトの推進を加速させるための支援策を積極的に行った。（登
録件数63件）

⑦財団自身によるプロジェクトの創出
　コーディネーターによる、相談対応、ヒアリング、マッチング等
のコーディネート業務を通じて、課題やニーズなどから必要に
応じて助言し、プロジェクトの創出・支援を行った。
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

288

59.1％

288

人数(人）

▽　利用件数等

件数(件)
ｾﾐﾅｰﾙｰ
ﾑA(150

名)
64.9％稼働率(％) 80％

Ｒ3年度計画R2年度実績 　コロナウイルスの影響
により、令和３年度の稼
働率は対前年と比較し
大きく減少し、セミナー
ルーム全体の目標稼働
率 80%には届かなかっ
た。
一方、コロナ禍における
利用者ニーズに応える
ため、セミナールーム各
室のインターネット回線
を増強させ、オンライン
活動を目的とする貸室
利用に対応できるよう
整備しているほかアクリ
ル板や消毒剤を設置す
るなどコロナウイルスの
感染対策を講じている。
　今後は、目標稼働率
達成に向け、既存の利
用者だけでなく、新規利
用者を発掘するための
DM送付やSNSによる情
報発信等の営業活動を
強化し、様々な手法を
用いて利用促進を図る
とともに施設の設置目
的に沿った利用促進に
も努めていく。

81.5% 40.4%

稼働率(％)

2,845
ｾﾐﾅｰﾙｰ
ﾑD(20名)

212

35,857

Ｒ3年度実績

体育実習
室

80.0% 42.1%

1,440

▼利用者が窓口に来て部屋を探しているときには、積極的に声
をかけるなど、適切な案内業務に徹することにより、利用者の
利便性、満足度を高める体制を取った。
▼貸出備品のチェックや消毒作業を常に行い、利用者に不便を
感じさせないように心がけた。

233

22224

稼働率(％) 50.2%

ｾﾐﾅｰﾙｰ
ﾑ1(90名)

件数(件)

人数(人）

人数(人）

630

ｾﾐﾅｰﾙｰ
ﾑ2～3(40

名)

件数(件) 369

202

人数(人）

14,744 7,792

稼働率(％) 51.5%

576 302

人数(人）

5,839

ｾﾐﾅｰﾙｰ
ﾑB～

C(42名)
人数(人） 15,170

14,287 10,169

稼働率(％) 56.3% 80.0%

件数(件) 327 576 304

件数(件) 160

稼働率(％)

人数(人） 16,862 7,760

稼働率(％) 48.3% 80.0% 35.2%

35.1%

45.7％ 80％ 41.9％

52.6%

3,189

稼働率(％) 39.3% 80.0%

（5）施設利用
に関する業
務

288 189

56.3% 80.0% 48.7%

稼働率(％) 44.6% 80.0%

ｾﾐﾅｰﾙｰ
ﾑ9(42名)

件数(件) 143 288 118

人数(人） 6,187

稼働率(％)

126

9704

32.9%

ｾﾐﾅｰﾙｰ
ﾑ4～8(20

名)

件数(件) 849

件数(件)

件数(件)

357

実習室

件数(件) 68

会議室
(14名)

件数(件) 202 288 175

人数(人） 3,022

288 32

1,962

92.5% 64.6%86.6%

▽　不承認 0件、　取消し 398件、　減免112件、　還付623件

87,687

人数(人） 1,420

141,769

21,698

4,679

貸室稼働率は、新
型コロナウイルス
の感染拡大によ
る休館対応の影
響やキャンセルの
増加等が要因と
なり、全体として
指定管理者が目
標とする80%には
届かなかった。ア
フターコロナを見
据え、コロナ禍で
利用を控えていた
顧客の獲得に向
け、準備を進めて
いくことに期待す
る。
　全体としての稼
働率向上・稼働率
の低い貸室の利
用促進に向けた
取組が引き続き
の課題であり、過
年度より実施して
いる新規利用者
発掘のためのポ
スティング活動・
DM等による営業
活動のほかにも、
SNSによる情報発
信など、施設の設
置目的に沿った
利用促進につい
て検討していく必
要がある。

2,445

344

稼働率(％) 18.7% 80.0% 8.9%

477 359

28,381

▽　利用促進の取組

人数(人）合計

3,030
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

リーフレット更新に際し
ては、札幌市のビジョン
実現に貢献していること
及び住民の福祉利用を
サポートしていることを
周知することができた。
このリーフレットやチラ
シは、イベント、セミナー
の開催時や企業への訪
問時に併せて配布する
など、効果的な配布を
行い、利用促進に結び
付けた。
企業情報の提供につい
ては、財団の各拠点が
持つ様々な情報発信機
能を利用することによ
り、広く周知を図ること
ができた。
　また、産業振興セン
ターのホームページに
ついて、日本工業規格
の適合レベルに準拠す
る形で運用を行い、より
見やすく利用しやすい
ホームページとすること
ができた。

▽　引継ぎ業務

▼札幌市の施策と連動していること及び住民の福祉利用をサ
ポートしていることを明記した利用案内リーフレットを作成し、情
報発信スペースに配架するとともに、企業訪問等の際に配布し
ている。また、関係支援機関にも配布し、施設利用の呼びかけ
を行ったほか、近隣市町村にもリーフレットを配付し、札幌市外
の関係者にもセンターの利用を呼びかけ利用促進を図った。
▼産業振興センターのホームページは日本工業規格に基づく
ウェブアクセシビリティの適合レベルに準拠させている。今後も
ウェブアクセシビリティのさらなる向上に努める。
▼指定管理者が行うセミナーやSPRの募集に係る情報を経済
情報さっぽろ及びさっぽろ産業振興財団のFacebook等に掲載
した（随時）。
▼地下鉄駅コンコースに「創業塾」、「起業道場」のポスターを掲
示した（随時）。
▼札幌市関連施設などに、指定管理者が行うセミナー全般の
リーフレットやチラシを定期的に配布した　（月1回）。
▼セミナー受講者などの登録者3,117名・2022年3月時点）向け
にメールマガジンを発行した（月2回）。
▼平成13年4月のＩＣＣ開設以来、ICC専用のWebサイト（ドメイ
ン：icc-jp.com）の運用を継続して行っており、ICCの取組などを
発信する基本的機能に加え、クリエイターからの情報発信も可
能な機能を備えるほか、クリエイターの登録・検索機能、施設や
機材の貸出に関する検索・予約機能のほか、動画等のコンテン
ツ配信機能も備えている。
▼ICCにおいては、企業・クリエイター等が登録するメールマガ
ジン（配信数1,082件）、プロジェクトメンバー等のメーリングリス
ト（登録数384名）、ICC専用のFacebookページ等の配信システ
ムを活用し、ICC開催イベントの告知など、クリエイティブ関連情
報の提供に努めた。

▼平成26年度当初に管理物件のほか、各業務に係る関係書類
を、条例、協定書、仕様書等に基づき、慎重に引き継ぎを受け
た。
（継続指定のため、令和3年度においては引継業務なし）

（6）付随業務 ▽　広報業務

利用者に不便をかける
ことなく引き継ぎを行う
ことができた。

ホームページの活
用みならず、イベ
ントやセミナーの
際にリーフレットを
配布する等、効果
的に周知活動を
行っている。
　ICCに関しては、
ポータルサイト、
メールマガジン、
Facebook等の情
報通信技術を積
極的に活用し、多
彩な情報提供に
努めており評価で
きる
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

①　食品開発セミナー　　  1回　86名参加
　味覚香料に関する専門家を講師に招聘した。
②　食品衛生セミナー　　    7回　127名参加
　コープさっぽろの品質管理責任者等を講師に招聘した。
③　海外販路拡大セミナー  2回　94名参加
　マレーシアや台湾の実務経験豊富な専門家等を講師に招聘した。
④　人材育成セミナー　　 31回　857名参加
　財団の各拠点と連携を図り、ブランディングやデザイン、DX等の専門
家を講師に招聘した。

▼企業活動を支える人材の育成に関する業務

企業の経営力強化や付加価値向上を図るために最も重要なものが「人材」
であり、その人材を育成するメニューとして、「中小企業が直面する課題等
をテーマとした実用的なセミナー」を、また、新たな産業の担い手となる創業
者を支援するために、創業前段階から創業時支援に至るまで、創業のあら
ゆるステージに対応できるメニューとして、「創業を目指す者を対象とした
テーマ別のセミナー等」を実施した。

●　「中小企業が直面する課題等をテーマとした実用的なセミナー」
　市内中小企業が直面している多様な経営課題等を把握し、その解決につ
ながる実用的なセミナーとして「食品開発」、「食品衛生」、「海外販路拡
大」、「人材育成（経営者向け含む）」など4分野全41講座を実施した。

２　自主事業その他

▽　自主事業

　企業活動を支える人
材育成に関する業務と
して、中小企業が直面
する多様な経営課題等
の解決につながる実用
的なセミナーを提供す
ることができた。
  創業を目指す者を対
象としたセミナーについ
ては、創業ステージに
応じたきめ細かな講座
を開催することができ
た。
　特に、創業塾及び起
業道場、さっぽろソー
シャルビジネススクール
については、受講者、
講師を含め相互交流が
図られ、創業に当たっ
て不安を抱える者どうし
のネットワーク作りに寄
与したものと考えてい
る。
　また、食品開発、食品
衛生、海外販路拡大、
人材育成セミナーの実
施にあたっては、財団
ならではの人脈やネット
ワークをフルに活用し、
各種の専門家を講師と
して招聘し好評を得るこ
とができたほか、高い
集客にもつながった。
　今後も、経済情勢や
産業界等の受講ニーズ
を踏まえつつ、時宜をと
らえたテーマによるセミ
ナーの企画を行ってい
く。

●　「創業を目指す者を対象としたテーマ別のセミナー等」
　「創業支援施策紹介セミナー」、「創業塾」、「起業道場」、「さっぽろソー
シャルビジネススクール」 「起業志望者向け講座」等、創業のあらゆるス
テージに対応するきめ細かな講座を実施した。

①　創業支援施策紹介セミナー　               3回   　143名参加
②　創業塾・起業道場等
　　　 創業塾　　　　　　　　　　　　　　　　  　　5回　   78名参加
　　　 起業道場　　　　　　　　　　　　　　　 　　2ｸｰﾙ   37名参加
　　　 さっぽろソーシャルビジネススクール   1ｸｰﾙ   13名参加
　　　 創業希望者フォローアップセミナー　 　１回　  　 18名参加
③　起業志望者向け講座 　              5回　  190名参加

 自主事業につい
ては、承認内容と
同一の事業の実
施を確認した。
　具体的な評価内
容は以下のとお
り。

　企業活動を支え
る人材育成に関
する業務について
は、財団が持つ幅
広いネットワーク
を活用し、ニーズ
を捉えた効果的な
セミナーの開催や
受講後の継続的
な支援を行うとと
もに、コロナ禍に
伴う社会経済情
勢の変化に合わ
せた新たなセミ
ナーの企画に努
めている。
　一方で、受講率
が６割弱となって
おり、自主事業収
入が十分とは言
えないことから、
更なるニーズの把
握と効果検証を踏
まえたセミナーの
企画を期待する。
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　SPR入居者に対
する業務について
は、入居者への情
報提供・情報発信
を継続的に実施し
ているほか、海外
販路拡大に関す
る経験豊富な職
員や外部の支援
機関も活用した経
営相談、販路拡大
のためのビジネス
マッチング、出展
支援等を積極的
に実施しており、
入居企業が抱え
る課題解決に向
け的確に対応して
いる。その成果と
して、入居企業の
円滑な資金調達
や補助金採択な
ど、入居企業の成
長に寄与する成
果を生んでおり、
評価できる。

⑦　SPR入居者交流会の開催（卒業企業含む）
　SPRのみならず、ICC、エレクトロニクスセンターも交えた入居者交流会を
実施し、ビジネスパートナーとの出会いの場を創出。

⑤　SPR販路拡大推進事業
　SPR入居企業の新商品リリースに際し、交流イベントでの発表や展示会
出展等の支援を行うなど、販路拡大に繋がる取組を実施。

▼SPR入居者に対する業務

①　輸出業務サポート・輸出向け商品作りサポート・海外情報発信
　SPR入居企業に対する支援として、財団販路拡大支援部により海外展開
やインバウンド対応ビジネスについて相談アドバイスを随時実施した。

②　事業承継マッチング
　創業コストの軽減、熟成した企業の存続を目的として、財団の持つネット
ワークを生かし、事業承継を希望する企業の情報提供及びその企業との
マッチング・コーディネートが出来る体制を整えた。

③　国内・海外販路拡大に向けたクリエイター等活用
　SPR入居企業の販路拡大に係る相談対応を実施するとともにプロモー
ションの専門企業とのマッチングを実施した。

⑨　SPRのSNSからの情報発信
　SPRのSNSを活用して入居者のサービスやイベントなどの情報を積極的
に発信した。

④　ＳＰＲにおけるブランディング
　入居企業として、企画企業や販路拡大支援企業、デザイナー企業を誘致
し、ＳＰＲにおける共通ブランドを構築できるよう支援を行った。また、ブラン
ディングのプロセスにおいては、ＩＣＣも関わり、多面的に支援を行った。

⑩　産業振興センター内での商品展示
　ＳＰＲ入居企業の活動内容及び成果等を、産業振興センター１階及び２階
の展示コーナーに展示。

⑧　展示商談会への出展支援
　各種展示会・商談会の開催情報の提供。展示会・商談会へのアテンド、会
場におけるバイヤー等とのコーディネートを実施。

⑥　帝国データバンク等との連携
　東京商工リサーチのTSR企業情報を取得し、SPR入居企業に企業情報を
提供する体制を構築した。

　SPR入居者に対する
業務として、インキュ
ベーション施設である
SPRの入居企業に対
し、専門家による相談
窓口を開設し、相談対
応を実施したほか、財
団職員が外部創業支援
機関と連携して、一次
生産者やものづくり企
業、食品加工業者、海
外バイヤー、海外の食
品輸入業者、デザイ
ナー・クリエイター、IT関
連企業、他のインキュ
ベーション施設入居企
業など、ニーズに沿った
ビジネスパートナーとの
出会いの場を創出する
ため、ビジネスコーディ
ネートを実施した。さら
に入居企業に対する定
期ヒアリングの結果や
課題等を財団の各拠点
で共有し、財団各拠点
による集中的な支援を
行った。

　これらの結果、入居企
業が小規模企業向け製
品開発・販路拡大支援
事業補助金（介護用ガ
ウンの開発、アパレル
の力で課題を解決する
プロダクトの企画・開発
案件で補助金額130万
円）、プロモーション映
像制作助成金（健康情
報管理プラットフォーム
の普及・啓蒙にむけた
プロモーション映像の制
作・発信案件で、補助
金額156万円）に採択さ
れたほか、金融機関か
ら資金調達（リフォー
ム・リノベーション、イン
テリア事業で融資実行
額200万円）をを受ける
ことができ、入居企業の
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　コーディネーター
による相談窓口を
運用し、企業やク
リエイターごとに
適切な助言・マッ
チングを行うととも
に、業種・職種問
わず参加を集め
るイベントを随時
企画しており、企
業のクリエイティ
ブ活用の促進や
クリエイターのコ
ミュニティ形成等
の観点からもクリ
エイティブ産業の
活性化に寄与した
ものと評価でき
る。
　「札幌試行錯誤」
では、財団の保持
するネットワーク
を活用しながら、
プロトタイプ作成
や販路拡大等を
適切にバックアッ
プしており、新た
なプロジェクトの
創出に取り組んで
いる。コンテンツ
活用促進事業補
助金の採択案件
も含め、先行事例
として市内外に発
信していくことを期
待する。

▼クリエイティブ産業の振興に関する業務

（1）　セミナー、ワークショップ、イベントの実施

　これまでに培った有力クリエイターやクリエイティブ系団体とのネットワー
ク等を活用し、若手クリエイターの人材育成やクリエイター同士のコミュニ
ティ形成、他産業とのネットワーク構築などを目的としたセミナーやワーク
ショップを開催した。また、クリエイターと他産業の連携事例やクリエイター
のアイデア活用の事例を充実させることで、新たな価値を生み出すプロジェ
クトを創出した。さらに、市民がコンテンツ等に触れる機会も提供し、クリエ
イティブ産業への理解促進を図った。

■プロジェクト創出支援事業「札幌試行錯誤」（4件）
クリエイター自らが商品やサービスの新しい価値づくりに挑戦する「札幌試
行錯誤」を実施。採択アイデア（3件）のプロトタイプ制作に向けて、コーディ
ネーターらによるブラッシュアップ（随時）や定期的なミーティング（5回）の
他、3組合同の中間発表会2回（1/7,2/14）とプロトタイプ報告会（3/28）を実
施した。次年度以降、プロトタイプはクリエイターのポートフォリオとして紹介
する。助成額：1件につき25万円
・募集期間：6月10日（木）～9月30日（金）
・採択件数：3件（8件応募）

①「新しいウィンタースポーツ『Ninja Ski』（ニンジャスキー）」
提案者：北名勝正
国内外の非降雪エリアに住むウィンタースポーツを楽しみたい（興味があ
る）人々をターゲットに、新しいウィンタースポーツとして、スキーのような滑
走具（足、膝、手に装着）3点セットとそれにマッチするスノーウエアのデザイ
ンを開発した。国内向け名称は『Quad Ski（クアッドスキー）』。今後は、レン
タル用としてギア3点セットを10ヶ所のスキー場に置いてもらうことを目指
す。

②「Silicone Candle Stand」安全に楽しめる転倒しづらいキャンドルスタンド
提案者：伊藤千織（伊藤千織デザイン事務所）
インテリアや癒しに関心のある20〜40代の女性や個性的なデザインプロダ
クトのギフト市場をターゲットに、吸盤型の底面形状の倒れづらいディナー
キャンドル用スタンド（Qタイプ）等を開発し、キャンドル使用の新たなシーン
として灯りを楽しむ心豊かな暮らし・ライフスタイルを提案した。今後は、最
終デザインの確定と意匠登録の申請後、製造メーカーへの商品提案プレゼ
ン等を行うとともに、提案内容のブラッシュアップを継続する。

（ア）クリエイター支援に資するイベント
クリエイター向けネットワーキング構築イベント（随時実施）
・令和２年度「コンテンツ活用促進事業費補助金」事例発表会（クロスガー
デン：関係者のみ8名）
・「第1回映像サロン」（オンライン：18名）
・「ICCサロンDTM（デスクトップミュージック）」　（オンライン：6名）
・「ICCサロン映像」（オンライン：10名）
・「ICCサロン映像（映画祭）」（オンライン：15名）
・「ICCサロン印刷」（オンライン：17名）
・「ICCサロン写真」（オンライン：14名）
・「ICCキャッチコピー&ポスターデザインコンペティション2021」オンライン授
賞式＆査委員トークイベント（オンライン：99名）
・「ICCサロンライター」（オンライン：21名）
・「札幌試行錯誤（プロトタイプ報告会）」（クロスガーデン：関係者のみ13名）

（イ）　プロジェクト創出に資するイベント
プロジェクト創出支援事業（随時実施）
財団のネットワークを活かした多面的な支援により、クリエイターや企業の
出会いの場を提供し、クリエイターのアイデアの活用による新たなビジネス
モデルの構築を図ることで、先進的なプロジェクトを創出・支援した。（「札幌
試行錯誤」「コンンテンツ活用促進事業費補助金」）

クリエイティブ産業の振
興を図るため、セミ
ナー、ワークショップ、イ
ベント等を年間16回（対
面136名、オンライン、
341名）実施した。
イベント等の開催につ
いては、昨年度に引き
続き、コロナ禍において
新しいコミュニティ形成
の在り方を検討しつつ、
オンライン・対面・ハイ
ブリッドなど、状況に応
じた開催形態を取り入
れて感染拡大防止に努
めながら行った。

　プロジェクト創出に資
するイベントとしては、
クリエイターのビジネス
化を応援する事業と、ク
リエイターと他産業企業
の連携を支援する事業
の2つの事業を軸に年
間を通して展開し、クリ
エイティブをつくる側の
支援（4件）、クリエティ
ブを活用する側の支援
（7件）のプロジェクトを
創出した。支援先の立
場は異なるが、新しい
価値を生み出すきっか
けをつくることで、クリエ
イティブ産業におけるビ
ジネス創出を図ること
ができた。

また、「相談窓口」を通
して、企業におけるデザ
イン活用の効果や重要
性を伝えるとともに、デ
ザイン等への投資（＝ク
リエイターの人件費を
削らない）を意識する機
会をつくることで、企業
のデザインリテラシーの
向上を図った。
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[連携事例③]
事業名：クラウド営業支援ツールとWEBサイトモバイルUIの追加及びリプレ
イス
申請者：株式会社スギセン
連携ｸﾘｴｲﾀｰ：株式会社パイロン
補助金確定額：1,000,000 円（補助対象事業決算額：2,880,000円）
実施内容：
クラウド型の営業支援ツールを開発し、客が容易に閲覧できる電子カタログ
や商品を発注できるサービスを整え、客が迷わないUIサイトを構築した（ウ
エブサイト・モバイル）。

■「コンテンツ活用促進事業費補助金」から生まれたプロジェクト（7件）
北海道内の中小企業者が自社の経営課題を解決するために、札幌市内に
本社のあるクリエイターと連携して、クリエイターが提案する『アイデア（コン
テンツ等の力）』で経営の活性化を目指す取り組みを支援した。
・補助額：100万円（上限）・補助率：補助対象経費の1/2
・公募（一次）：8月14日（金）～10月15日（木）
・公募（二次）：11月9日（火）～12月6日（月）
・申請件数：7件（一次6件、二次1件）
・採択件数：7件（一次6件、二次1件）

③「あたらしい民話」
提案者：「あたらしい民話」事務局（堀内まゆみ・鼓代弥生・越智香奈江）
自分の住む地域の歴史や魅力（利点・難点）を知っている人々をターゲット
に、地域の記憶や記録、及び個人一人ひとりのインタビューから集めたエピ
ソードをもとに『民話』として言語化し（プロトタイプは夕張・三笠炭坑編の絵
本・フリーペーパー等）、その土地や人の魅力を再発見するサービスを提案
した。今後は、ポジティブなインナーブランディングを行っていくためのサー
ビスとして、民話の創作～絵本・フリーペーパーのアウトプットまでを一つの
パッケージとして地方自治体等への提案を図る。

④令和2年度採択アイデアより正式にプロジェクト化「munecoプロジェクト」
令和2年度「札幌試行錯誤」採択アイデアより正式にプロジェクト化されたウ
エブサービス。乳がん患者だけではなく、家族や周囲の人々をターゲット
に、がんについての情報を収集することができるコンテンツを発信中。メディ
アや団体・法人との連携などネットワーク構築を強化しながらマネタイズを
目指す。

[連携事例①]
事業名称：「『日本酒とジェラート』相乗効果を生み出すブランディングと認
知度UP」
申請者：株式会社 アンザイ
連携ｸﾘｴｲﾀｰ：札幌大同印刷株式会社
補助金確定額：785,000 円（補助対象事業決算額：1,570,000円）
実施概要：
「日本酒とジェラート」という同一店舗でのブランディングを確立するために、
コンセプトの再構築、ロゴマークの制作、メインビジュアルのトーン＆マナー
制作、ツール展開、イベントの企画立案を実施した。

[連携事例②]
事業名「北海道産スペルト小麦の普及・拡大に向けたブランディング事業」
申請者：ＧＦＬ合同会社
連携ｸﾘｴｲﾀｰ：株式会社コレクト
補助金確定額：350,000 円（補助対象事業決算額：700,000円）
実施内容：
スペルト小麦の認知度向上と価値づくりを目指したブランディング構築を図
るため、スペルト小麦のロゴ制作、加工商品のパッケージのデザインの制
作、ウエブサイトの制作を行った。
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[連携事例④]
事業名：「タケダ製菓WEBプロモーションプロジェクト」
申請者：タケダ製菓株式会社
連携ｸﾘｴｲﾀｰ：スタジオロッカ株式会社
補助金確定額：500,000 円（補助対象事業決算額：1,000,000円）
実施内容：
B to B だけではなく、消費者にダイレクトに伝わるプロモーション戦略の土
台作りとして、自社で運用可能なメディアを選定するとともに、動画コンテン
ツを始めとしたコミュニケーションツールに活用できるキャラクターを開発
し、商品及びブランドイメージ戦略の方向性を策定した。

[連携事例⑥]
事業名：「30周年ブランドのリニューアルデザイン」
申請者：有限会社ラ・レトリなかしべつ
連携ｸﾘｴｲﾀｰ：株式会社インプロバイド
補助金確定額：335,000円（補助対象事業決算額：670,000円）
実施内容：
フラッグシップ商品の「フローズンヨーグルト」の再ブランディングを図るた
め、パッケージデザインのリニューアルと宣伝素材としてPOPを制作し新た
な世界観を表現した。

[連携事例⑦]
事業名：「キャラクターモデル制作事業」
申請者：株式会社　Ｌｉｍ．
連携ｸﾘｴｲﾀｰ：株式会社エクスデザイン
補助金確定額：200,000円（補助対象事業決算額：400,000円）
実施内容：
就労継続支援の事業所内に自然に溶け込みコーチングの役割を担うこと
ができる事業所オリジナルのイメージキャラクターモデルを制作した。

[連携事例⑤]
事業名：「北海道発ヴィーガン/グルテンフリースイーツ専門店のWEBとパッ
ケージのリブランディングプロジェクト」
申請者：株式会社TREASURE IN STOMACH
連携ｸﾘｴｲﾀｰ：ｃｏｍｍｏｎｏ株式会社
補助金確定額：558,206円（補助対象事業決算額：1,116,413円）
実施内容：
ネットショップに掲載されてる商品情報、そのほかYouTube やnote に掲載
している関連コンテンツの更新が一目でわかるよう工夫したUI/UX のサイト
を作成し、ブランドサイトと同じトーン＆マナーで統一された商品パッケージ
のデザイン・ルールを設定した。

(ウ) その他
クリエイティブ産業の情報発信（随時）
入居者や登録プロジェクト、登録クリエイター、そしてクリエイティブ産業に
関連する様々な情報を定期的に発信した。

①クリエイター等の作品等を展示（随時）
・入居プロジェクトのポートフォリオ等（紙媒体、プロダクト等）
・クリエイターのポートフォリオ等（紙もの、プロダクト、動画等）
・プロジェクトのプロダクトや活動紹介（「しくみ」「北紙道」）等
・コンペティション受賞、入選作品（キャッチコピー・ポスターデザイン）
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④相談窓口の運営・情報収集（随時）
クリエイターや企業等からの相談件数：56件

［内訳］※相談者複数対応あり
企業からの相談：39件
・支援、資金調達、助成金等について　19件
・自社・商品（サービス）のブランディングについて　9件
・自社・商品（サービス）のプロモーションについて　8件
・新商品、新サービスの開発について　3件

クリエイターからの相談：17件
・新商品・新サービスの開発について 5件
・自社商品（サービス）の契約について　2件
・企画案の相談　2件
・YouTubeに関する技術的な相談　2件
・ICCについて知りたい（支援内容や入居など）2件
・自社・商品（サービス）の販促について（セールスプロモーション）1件
・他のクリエイターを探してる　1件
・支援・資金調達、助成金、クラウドファンディング等について　1件
・クリエイターとして自立するための相談　１件

（2）　コーディネーターの起用
ＩＣＣ利用者やコンテンツを活用した付加価値向上等を志向する企業からの
相談に対応した。また、クリエイターや企業訪問等を積極的に行い、新たな
クリエイターや企業の発掘に努め、クリエイターと企業のネットワーク構築
や連携プロジェクトを創出するためのマッチング支援などを行った。

コーディネート業務
・クリエイターや企業等からの相談対応（合計56件）（再掲）
　　内訳：他産業からの相談　　　　　　　39件
　　　　　クリエイターからの相談　　　　17件

・クリエイターと他産業のマッチング件数　6件
（デザイナー紹介1件、ライター紹介1件、映像クリエイター紹介１件、
販促グッズ・商品パッケージの制作2件、イベント協力1件）

・プロジェクト創出件数　　4件（再掲）
・クリエイターの発掘、新規開拓
 クリエイター登録件数　令和3年度：73人（令和元年度からの累計：180人）
（再掲）

②ウエブ記事の取材、発信、SNS活用等（随時）
・クリエイターの活動紹介
・クリエイティブ系団体の活動紹介
・プロジェクトの活動紹介
・企業とクリエイターのコラボ事例の紹介
・ICCサロンシリーズの紹介

ICCの支援機能の拡張（随時）
新たなクリエイターの発掘、企業によるクリエイティブ活用の醸成、クリエイ
ターと企業のマッチング等を目的としたICCの支援メニューを強化した。

③クリエイター登録制度の運営・情報収集（随時）
新規クリエイター登録　令和3年度：73人（令和元年度からの累計：180人）
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市内企業等の活用に関
しては、第三者委託は、
市内中小企業者にする
とともに、高齢者雇用を
積極的に進めるため、
土日、夜間の窓口業務
をシルバー人材セン
ターへ委託したほか、
福祉政策に配慮するた
め印刷物を社会福祉法
人への発注を行った。

▽　市内企業等の活用、福祉施策への配慮等

▼施設管理の第三者委託は市内企業に発注した。
▼封筒の印刷は社会福祉法人に発注した。
▼夜間・土日の受付業務にはシルバー人材センターを活用し、高齢者の雇
用機会を確保した。

②　食品関連企業とＩＴ企業、クリエイターとのマッチングイベントの開催
　当財団の持つIT企業等とのネットワークを生かし、ニーズに沿ったビジネ
スパートナーとの出会いの場を創出した。
　名称：札幌イノベーションセミナー（52名が参加）
　日程：3月9日、3月15日
　場所：札幌市産業振興センターセミナールーム

（３）インターネットを活用した映像配信等による情報発信事業

ＩＣＣのＷｅｂサイトやＩＣＣ専用のYouTubeチャンネル、その他専用のSNS等
で、イベントの様子やプロジェクトの活動内容を発信した。ＩＣＣ独自のウェブ
コンテンツを充実させることで、ＩＣＣやプロジェクトメンバーの取組をわかり
易くＰＲした。また、産業振興センター利用者など市民に向けた情報発信の
一環としてデジタルサイネージや展示スペースを設け、ＩＣＣやプロジェクトメ
ンバー等の取組を紹介した。

・ウエブ記事　12本
・YouTube動画　　2本
・SNS（Facebook,Twitter）発信　31,542回
・展示スペースを設けた発信　3回
（「北紙道」プロジェクトの商品展示（10/1-10/30）、ICC印刷物振り返り展
（12/9-1/13）、ICCキャッチコピー＆ポスターデザインコンペティション2021
入賞作品」の展示(1/26-3/22））

①　食品関連企業とクリエイターとのマッチングイベントの開催
　当財団の持つ食品関連企業とのネットワークを生かし、ニーズに沿ったビ
ジネスパートナーとの出会いの場の創出。
　名称：食×映像マッチングフェスin札幌（40名が参加）
　日程：7月27日
　場所：札幌市産業振興センターセミナールーム

▼その他の業務
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

令和３年10月1日～10月31日　（31日間）
アンケート用紙を鍵と一緒に手渡して回収したほか、
館内4か所に用紙と回収箱を設置。
回答203件

▽　利用者アンケートの結果

総合的な満足度85％、窓口対応84％、施設の利便性
80％と、仕様書の要求水準である80％以上は満たした
が、財団が目標とする指標（90%）には若干届かなかっ
た。

【要望等】
駐車料金が高い、部屋の場所が分かりにくい、付帯設
備の使い方が分かりにくい、トイレが古い・臭いが気に
なる、喫煙スペースが欲しい等の意見があった。

【対応】
・駐車場料金については、常に要望があがる項目であ
るが、近隣のコンベンションセンターと同額としていると
ともに、駐車場が満車の時は、コンベンションセンター
を利用するよう案内をして理解を求めている。
・館内2か所にデジタルサイネージを設置し、館内マッ
プや各室で行われる催事一覧、入居企業情報等を掲
載した。
・トイレについては消臭剤を設置するとともに、防犯対
策として非常呼び出し装置を導入した。
・付帯設備や貸出備品について、使用マニュアルを作
成し、利用者に案内を行っている。
・喫煙所については要望の多い項目であるが、コロナ
ウイルスの感染拡大防止を図るため休止しているもの
であり、感染対策のため当面の間は休止する旨案内
し、理解を求めている。

▼第1回目

利用者
からの
意見・要
望とそ
の対応

総合的な満足度94％、窓口対応92％、施設の利便性
88％と、前回調査より上回り、総合的な満足度につい
ては、財団が目標とする指標（90%）を達成することが
できた。

【要望等】
体育実習室のフットサルゴールが重くて出しにくい、貸
室の音響セットが古い、部屋を予約する際インターネッ
トから手続きができるようにして欲しい、駐車料金が高
い・利用者であれば無料にしてほしいといった声が
あった。

【対応】
・フットサルゴールを軽量のものに更新した。
・音響セットについて、マイクアンプセットとプロジェクタ
を更新することとしている。
・インターネット予約ができるようシステムを構築中で
あり、準備が整い次第、ホームページからの予約受付
を開始する予定としている。
・駐車場料金については、常に要望があがる項目であ
るが、近隣のコンベンションセンターと同額としていると
ともに、駐車場が満車の時は、コンベンションセンター
を利用するよう案内をして理解を求めている。

▼第２回目

実施方
法

令和４年３月1日～３月31日　(31日間)
アンケート用紙を鍵と一緒に手渡して回収したほか、
館内4か所に用紙と回収箱を設置。
回答203件

結果概
要

３　利用者の満足度

施設利用者から
のアンケート結果
については、1回
目・2回目ともに総
合満足度が本市
の要求水準（総合
満足度80％、接遇
満足度80％）を超
える結果となって
おり、特に2回目
については、財団
の目標とする90％
を達成した。
　アンケートで抽
出された要望には
迅速に対応してお
り、独自に環境整
備にも取り組むな
ど、利用者に寄り
添った対応が行
われている。
　今後もアンケー
ト結果の検証から
利用者のニーズ
を的確に捉え、利
用者目線に立っ
た施設運営による
満足度の更なる
向上に努めてい
ただきたい。
　また、新予約シ
ステムに関して
は、早期にオペ
レーションを習得
し、システム上の
受付体制を確立
すること。

　10月と3月に利用者ア
ンケートを行った。1回
目では、総合満足度が
85%、窓口対応が84%。2
回目は、総合満足度が
94％、窓口対応が92％
という結果であり、仕様
書における要求水準は
達成することができた。
なお、利用者からの要
望のうち、対応できるも
のについては直ちに着
手し、改善を図った。
　また、アンケート結果
については館内の見や
すい場所に掲示した。
  施設予約について、
新予約システムを導入
した。R4年度中には予
約システムを活用した
予約の利便性向上が図
られるよう取組を進め
る。

結果概
要

実施方
法

利用者
からの
意見・要
望とそ
の対応
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

その他 4,800 5,086 286

自主事業収入

指定管理業務支出 143,065 146,010 2,945

支出 182,679

▼各条例の規定に則り、全て適切に対応した。
▼情報公開請求は無かった。
▼協定に関する契約（第三者への委託、物品調達等）について、暴力団や
暴力団関係事業者を相手に契約を行わなかった。

利益還元 0

自主事業支出 39,614 37,862 ▲ 1,752

39,614

▲ 1,750

収入

Ｒ3年度計画 Ｒ3年度決算 差（決算-計画）

（千円）

収入-支出 258 ▲ 4,438 ▲ 4,696

182,937

項目

51,793 51,793 0

利用料金 86,730

179,434

▽　収支

▼利用料金収入の確保及び経費節減などの効率的な予算執行等により安
定した収支を確保している。

37,861 ▲ 1,753

84,694

４　収支状況

純利益 258 ▲ 4,438 ▲ 4,696

▽　説明

▽　安定経営能力の維持 適 不適

適 不適▽　個人情報保護条例、情報公開条例、行政手続条例、オンブズマン条例及び
暴力団の排除の推進に関する条例への対応

▼利用料金収入は、コロナウイルス感染拡大の影響に伴う利用減などによ
り、計画より2,036千円の減となった。
▼自主事業収入についても、コロナウイルス感染拡大の影響を受け、受講
者数が伸び悩んだため、計画より1,753千円の減となった。
▼指定管理業務支出については、コロナウイルス対策等に係る経費執行
に伴い、計画より2,945千円の増となった。
▼自主事業支出については、予算の効率的な執行のため、計画より1,752
千円の減となった。

新型コロナウイル
ス感染拡大の影
響による利用料
金の減少や、セミ
ナー受講者数の
減少による自主
事業収入減など
から、全体として
の収入は減ってい
る。一方で、指定
管理業務支出に
ついては前年より
支出が大きくなっ
ており、効率的な
予算執行が求め
られる。
　今後も、引き続
き予算の効率的
な執行を心掛ける
とともに、指定管
理業務、自主事業
ともに経費削減に
努めていただきた
い。

▲ 2,036

　 コロナウイルス感染
拡大の影響に伴う利用
減などにより指定管理
業務および自主事業収
入は計画値を下回る結
果となった。
　支出については、経
費削減に努めたもの
の、全体の収支につい
ては、マイナスとなっ
た。
　今後は、既存の利用
者だけでなく、新規利用
者を発掘するための営
業活動を強化し、安定
的に利用者を獲得する
ことで収支の改善に努
めていく。

183,872 1,193

指定管理費

▲ 3,503

＜確認項目＞　※評価項目ではありません。

0法人税等

指定管理業務収入 143,323 141,573
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Ⅲ　総合評価

　貸館業務については、目標としている稼働率80％を達成できるよ
う、利用者の実態調査やニーズについて調査を行い、その結果を踏
まえ、DM送付やポスティング、SNSによる情報発信、広告展開等を実
施することで、既存の利用者のみならず、新規利用者の獲得に繋げ
ていく。加えて、貸出備品や設備についても要望をもとに更新するな
ど様々な手法を用いて利用促進を図るとともに、産業振興センターの
設置目的に沿った利用促進にも力を入れていきたい。また、施設予
約についても、令和4年度中に予約システムを活用しホームページに
よる予約受付を開始できるよう取組を進め利便性の更なる向上を図
る。さらに、施設利用者の満足度についても財団が目標としている
90％を今後も維持できるよう、利用者への更なるサービス向上に努
めていく。
　企業活動を支える人材育成や創業支援については、財団の各拠点
と連携し、各種人材育成セミナーのほか、市の施策的に必要なセミ
ナーやポストコロナを見据えたセミナー等を新たに組み入れることと
する。
　SPR入居企業への支援については、財団の強みである各拠点（産
業振興センター、エレクトロニクスセンター、中小企業支援センター、
ICC）の特性を活かし、拠点間における連携強化を深めていくととも
に、これまで財団が培ってきた国、道、近隣自治体、各種関係団体、
企業等との幅広いネットワークを駆使したＳＰＲ入居企業へのソフト支
援、入居候補者の発掘、効果的なセミナーの実施等に取り組んでい
く。実施にあたっては、来年度も引き続き、財団の各拠点の職員が、
外部支援機関や士業等の専門家とともに、入居企業のニーズに合わ
せた専門家チームを編成し、集中的に経営支援を行っていくことで、
入居企業・卒業企業をさらなる成長に導く。今後とも、入居企業に寄
り添った支援を展開することとしている。

　産業振興センターの貸室における年度稼働率は
40.4％となった。新型コロナウイルス感染拡大の影響に
より、稼働率が低調に推移し、目標の80％には達しな
かった。
　また、施設運営に当たっては、特に大きな事故、故障、
苦情もなく、利用者の安心、安全、満足感を確保するこ
とができた。利用者アンケートの総合満足度として、1回
目が85%、2回目が94%、接遇に関する満足度は、1回目
が84%、2回目が92％と高い評価が得られ、利用者の安
心、安全、満足感を確保することができた（札幌市の要
求水準は80%)。
　次に、施設利用に関する業務については、館内２か所
にデジタルサイネージを新設し、館内マップや各室で行
われる催事一覧、入居企業情報等を掲載したほか、指
定管理者独自の取組として、体育実習室の暖房機やト
イレの給湯配管、GHPの室外機、防犯入退室設備等の
修繕を実施したほか、トイレの防犯対策として非常呼出
装置を新たに設置した。加えて、SPRの無窓室（Cルー
ム）の明るさを向上させるため室内の照明をLEDに変更
したほか、3階SPRのラウンジ改修を行いWi-Fi等を導入
し、入居者がミーティングやソロワーク、ランチやリフレッ
シュなどに使えるよう利用しやすい環境整備を図った。
　また、産業振興センターのホームページについては日
本工業規格JISの適合レベルに準拠させ、ウェブアクセ
シビリティの向上を図った。
　さらに、企業活動を支える人材育成や創業支援に関し
ては、中小企業が直面する多様な経営課題等の解決に
つながる実用的なセミナーとして「食品衛生セミナー」、
「海外販路拡大セミナー」、「人材育成セミナー」など41
講座を開催する中で、財団の各拠点と連携し、食品開
発及び海外展開、DXをテーマとするセミナーや新型コロ
ナウイルス対策の休業補償制度や労務に係る法改正
への対応等に関するセミナーを展開した。創業セミナー
として、「創業塾」、「起業道場」、「さっぽろソーシャルビ
ジネススクール」、「創業希望者フォローアップセミ
ナー」、「起業志望者向け講座」などきめ細かな講座を
開催。これらセミナーの実施にあたっては、財団職員の
人脈を活用し講師を選定するなど財団ならではの各拠
点間の人材力、ネットワーク力をフルに活用した。
　次に、SPR入居企業への支援については、財団の強
みである人材力（ＩＭ、販路拡大支援部、中小企業支援
センター、クリエイティブ産業振興課、IT推進課等）を活
かし、各拠点からなる専門家チームによる集中的な支
援を行い、入居起業が抱えるさまざまな経営課題等の
解決に繫げることができたことに加え、金融機関や行政
機関等から資金調達を受けるなど、入居企業の成長に
大いに寄与することができた。また、入居率向上の取組
として、積極的なPR活動を行った結果、R3年度は5件の
新規入居があり、3月末時点において18部屋中15部屋
入居となり、入居率が83％まで向上した。

【指定管理者の自己評価】

総合評価 来年度以降の重点取組事項
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総合評価 改善指導・指示事項

【所管局の評価】

次に、ICC施設運営では、大きな部屋から小さな部屋に
移転した企業があったため、クリエイティブルームの入
居率は60.4％（面積ベース。令和２年度83.2％）に低下し
た。
また、、クロスガーデンでの情報発信については、感染
拡大を受けたイベントの開催制限はあったものの、展示
スペースを拡張し、そこで入居者やクリエイター企画の
プロジェクト活動を紹介することで、定期的にクリエイ
ティブ産業に関する情報発信を行った。
イベント等の開催については、コロナ禍においてオンラ
イン開催という制限が多かったが、比較的参加者同士
でのコミュニケショーンが取り易いアプリを活用したり、
対面では調整しにくい東京のゲストを招くなど、臨機応
変に対応することで、新しいネットワークの構築が図れ
るよう工夫した。
自主事業については、年間を通して、目的別に大きく
「札幌試行錯誤」「コンテンツ活用促進事業費補助金」の
2事業を実施し、クリエイティブを作る側、使う側、両方の
事例を創出した。
両事業とも、財団各部署や外部団体との連携強化を図
ることにより、昨年度に比べ、申請件数、採択件数が伸
びる結果となった。（「試行錯誤」申請件数4件増、採択
件数2件増、「補助金」申請件数1件増、採択件数2件
増）。
ICCの「相談窓口」を活用した相談は56件（昨年度より22
件減）であったが、企業からの相談（39件）のなかで、「コ
ンテンツ活用促進事業費補助金」の申請を検討している
企業からの相談件数（19件）は、過去最高であった。こ
のことより、補助金をきっかけにクリエイター連携を検討
する企業が一定数することが伺える。一方で、補助金の
締切以降、実際に「クリエイティブ活用」「クリエイター連
携」を企業の経営課題の解決策ととらえ、相談にくる企
業はほぼいなかった。このことより、補助金なしで、クリ
エティブに投資をする意識のある企業が少ないことが伺
える。
企業とクリエイターのマッチング成立は6件であった（昨
年度より9件減）。
また、市民がコンテンツに触れる機会として、ICCでの展
示や、ウエブ記事の発信、SNSの活用など、様々な手法
で随時情報発信を行った。特に、クロスガーデンの展示
スペースにて、入居者の活動を紹介したり、クリエイター
による企画プロジェクトの紹介をするなど、定期的にクリ
エイティブ産業に関する情報発信を行った。

　ＩＣＣ施設運営においては、クリエイティブルームの入居率の向上と
クロスガーデンを活用した情報発信の強化に努めていく。

自主事業においては、昨年度に引き続き、札幌市におけるクリエイ
ティブ産業の振興拠点となるよう、クリエイティブを作る側、クリエイ
ティブを活用する側双方に対して、それぞれ必要な支援を提供してい
く。
特に、クリエイターの創造性を広く発揮できる機会を継続的に創出
し、かつ企業側も継続的にクリエイティブをビジネスに取り入れていく
必要があるため、これらを達成させるために、次年度はクリエイター
が参加できるコンペの実施やデザインリテラシーの向上を目的とした
セミナー等の開催、さらに、コンペと連動した新しい補助金の実施に
より、クリエイティブ産業の振興を様々な手法により図っていきたい。

「ICC相談窓口」については、企業からの相談（クリエイティブ活用や
商品デザインのブランディング等）、クリエイターからの相談（他ジャン
ルのクリエイターの紹介、企画に対する相談等）の両方を兼ねている
が、本年度は、補助金活用を検討する企業からの相談に偏ってい
た。
しかしながら、補助金の締切以降、相談件数やマッチング件数が減っ
たことから判断すると、企業が経営において、クリエティブ活用に意欲
的ではあるものの、実際に投資としてクリエイティブを導入し活用する
準備や知識が整っていないとも考えられる。
これは、デザイン等を活用して、商品やサービスの付加価値向上を
図った成功事例が市内に少なく、企業側が成功体験を身近に感じる
ことができなかったり、企業とクリエイターが出会い交渉するという機
会が圧倒的に少ないこと等が要因であると思われる。

次年度は、補助金申請に関わらず、「クリエイティブ活用」「クリエイ
ター連携」を実際に検討する企業に対して、支援可能な事業を紹介し
たり、マッチングの機会を提供することで、企業によるデザインリテラ
シーの浸透を図りたい。また、昨年度に引き続き、外部団体（※）との
連携を強化していくことで、各団体の取組との相乗効果を図っていき
たい。
※外部団体：SCARTS（相談窓口）、図書・情報館、オープンネット
ワークラボ北海道、よろず支援拠点、札幌アートディレクターズクラ
ブ、札幌コピーライターズクラブ、大学短大専門学校等

次年度も引き続き、クロスガーデン展示スペースを活用した情報発信
を強化することで、クリエイティブ産業の効果を見える化していきた
い。特に、産業振興センター利用者であるビジネスパーソンに向け
て、ブランディング効果とデザインの関係性を訴求できるような企画
展示を検討し定期的に実施していきたい。

平成26年度から指定管理者として管理運営を行ってい
るが、財団が過去に同施設の管理運営を行っていたこ
とを含め、これまで蓄積してきた施設管理のノウハウを
活かし、また利用者ニーズを的確に捉えながら、市民
サービスの向上に資する施設管理が行われていた。
　また、施設が担うべき機能である人材育成、創業支
援、クリエイティブ産業の振興等に関して、幅広いネット
ワークやノウハウを活用した効果的な事業展開が行わ
れていた。
　令和３年度においては、交流会やミーティング等を実
地とオンラインのハイブリットで開催したほか、各室にお
けるインターネット環境整備を行いオンラインでの活動
を促進したり、感染対策を徹底の上、セミナーや交流会
を開催し、企業やクリエイターとの連携を高める場を提
供し集中的な支援を行った結果、SPR入居企業が小規
模企業向け製品開発・販路拡大支援事業補助金に採
択された。
　上記のように、令和３年度においては新型コロナウイ
ルスの影響により令和２年度に引き続き、企業支援の
機会は少なくなってはいるものの、一定程度の成果は
出している。

貸館業務については、引き続き目標稼働率の達成に向けて、継続利
用者の確保や新規利用者の開拓に向けた取組を積極的に実施する
ほか、市民ニーズを的確に捉え、これを施設の在り方に反映させ、更
なる市民サービス向上に努めること。
　令和３年度においては、令和２年度に続き、新型コロナウイルス等
の影響により全体としての稼働率が低下していた。今後は、上記影
響を受けつつも、稼働率向上に向けた従来の取組や、設備の更新を
含めた利用者確保につながる新たな取組を積極的に行うこと。
　また、SPRの運用業務について、入居企業の発掘のための取組を
強化しつつ、施設が担うべき機能の１つである創業支援に関する取
組を更に強化していくこと。
　さらに、人材育成、コンテンツ産業の振興等に関する取組について
も、財団がこれまで築き上げてきたネットワークを引き続き活かし、財
団の強みでもある各拠点との連携、新たな支援策の検討等の取組を
通じて、効果的な企業活動の支援を行い、今後も施設の設置目的で
ある産業全体の活性化に一層寄与するよう努めること。
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